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●はじめに　
ミャンマー北部カチン州の州都
ミッチーナで二〇一三年一一月、少数民族武装勢力と政府との和平交
渉
が
二
日
間
に
わ
た
っ
て
開
か
れ
た。主要な武装組織を包括する形で、少数民族側は各組織から計三人の代表が出席。政府側 国民和解担当のアウンミン大統領府相ら閣僚を含む交渉団が臨んだ。　
ミャンマーでは一九四八年の独
立直後から少数民族による武装闘争が続いてきたが、大半の少数民族武装組織との包括的な和平交渉が国内で開かれたのはこれが初めてだった。二〇一一年三月に就任したテインセイン大統領は、国内和
平
を
最
重
要
課
題
の
ひ
と
つ
と
し
て、主要一七組織のうち一四組織との間で個別の停戦合意を実現。ミッチーナでの交渉では、すべての武装組織と全土で を宣言
する「全国的停戦協定」への署名に
同
意
を
取
り
付
け
た
い
意
向
だ
っ
た
。
　
交渉で即座に協定署名への賛同
は得られなかったが、和平実現のためには全土停戦が必要だとの認識で一致し、交渉を継続することを確認した。テインセイン政権は少数民族と国軍との間で長年 いてきた戦闘の終結 向けて一定の成果を上げているといえる。　
だ
が
停
戦
交
渉
プ
ロ
セ
ス
の
一
方
で、少数民族側に対す の攻撃は続いてきた。地元メディアによると、ミッチーナでの交渉 約二週間前の一〇月二二日、国軍部隊がカチン州マンシ郡の二つ 村でカチン独立機構（ＫＩＯ）の部隊を攻撃して占拠、約四 〇人の村人が避難した。ＫＩＯと政府との間では一九九四年に停戦協定が結ばれていたが、テインセイン政権下の二〇一一年六月に戦闘が再
開、事実上破棄された。断続的な戦闘はシャン州の武装勢力などとの間でも起きている。　
少
数
民
族
と
の
紛
争
解
決
の
た
め
に、各武装組織との停戦合意をまずは結んでいくというテインセイン氏の取り組みは着実に進んではいるものの、一部では戦闘が続いているというのが国内和平をめぐる現状だ。テインセイン氏 全国的停戦協定を実現し、次の段階である少数民族側との「政治対話」を進めたい考えを示している。政治対話では が求める自治権拡大などのテーマが話 合われる見通しだが、政府と少数民族の意見の隔たりは大き 。テインセイン氏は残りの任期中に和平を前進させることができるのか。その可能性を探るため、少数民族問題の歴史をまずは振り返 たい。
●少数民族問題の背景　
政府によると、人口約六〇〇〇
万のミャンマーには一三五の民族が暮らすとされる。このうち多数派のビルマ族が約七割を占めると推計される。ただ、人口調査が三〇年以上行われておらず、最後の調査も一党独裁のネーウィ 元大統領の体制下で た め透明性に欠けるとして、少数民族の割合はもっと高いと主張する声もある。さら 、民族間の結婚も都市部ではよくあるので、多様な民族の血を受け継ぐ人も多い。それも大雑把にいえば人口 三〜四割が少数民族のアイデンティティを持つと考えられて る。　
主な少数民族としてモン、カレ
ン、カヤー、シャン、カチン、チン、ラカインの七つがあり、それぞれの民族ごとに州が設置されている。一方、主にビルマ族 多く住む中央部は七つの管区（地域）に分けられている。　
ミャンマーでは独立直後から六
〇年以上内戦状態が続いている。少数民族組織は一九四九年のカレン民族同盟（ＫＮＵ）の蜂起を皮切りに六〇年代までにはＫＩＯ、シャン州軍（ＳＳＡ）など多くの組織が武装闘争を開始した。
特集   ミャンマー 改革の３年
─テインセイン政権の
  中間評価（1）─
五
十
嵐
　
誠
少
数
民
族
問
題
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少数民族が武器を取った動機は
細かな点では異なるが、共通するのは独立ビルマが国名に「連邦」を冠しながらも、実体はビルマ族中心の政府による中央集権国家だとの強い不満だった。少数民族は高度な自治権と民族間の平等を求め
て
き
た
が、
「
真
の
連
邦
制
」
を、
という基本的な要求は今も変わっていない。具体的には州 権限の強化や学校で自分たちの言語を教える権利、少数民族居住地域資源開発で得られた富の公平な分配などだ。　
一九六二年にクーデターで権力
を握ったネーウィン将軍による社会主義政権は、発足当初には武装組織に和平を呼びかけたが、原則的には武力掃討を目指した 一方の少数民族側は、一九七六年に一一組織が民族民 戦線（ＮＤＦ）を結成して、共闘を図った。　
ミャンマーでは同時に共産党も
中国国境を拠点に反乱を起こしていた。冷戦構造のなか 隣国タイは共産主義の浸透を警戒して、両国の国境地帯を支配するＮＤＦ加盟の武装組織を反共の防波堤 利用しようと支援した。一方の共産党は中国 援助を受けて武装闘争を展開した。
●軍事政権と少数民族　
一九八八年の民主化運動を弾圧
して権力の座についた軍事政権は発足後すぐに武装組織との停戦を実現する好機を得た。冷戦の終結という国際環境の変化だ。　
共産党は幹部をビルマ族が占め
たが、主力は中国国 沿い 少数民
族
で
あ
る
ワ
や
コ
ー
カ
ン
の
部
隊
だった。一九八九年、中 からの支援が細っていくなか、少数民族部隊によるビルマ族幹部への反乱が起きて共産党が崩壊。軍政のキンニュン第一書記は同年、新たにできたワやコーカンの武装組織の停戦合意締結に成功した。　
キンニュン氏はＮＤＦ系の武装
組織と も模索する。ＫＩＯが
一
九
九
四
年
に
最
初
に
応
じ、
モ
ン、
カ
レ
ン
ニ
な
ど
の
組
織
が
続
い
た。ＮＤＦ系組織が政府との停戦に応じた背景には長年支援してきたタイの圧力 あった される。経済成長を目指すタイ 冷戦終結を受けて、ミャンマーとの貿易を望むようになり、国境地帯の安定を求めるようになったためだ。　
軍政は和平に応じた組織やその
幹部に経済的な利権を与えるなどして、大小一五を超える武装組織と停戦協定を結んだ。主要組織で
はＫＮＵが応じなかったが、一九九四年に本拠地マナプロウが陥落するなど、九〇年代に支配地の大半を失った。　
軍事政権は大半の武装組織との
停戦は進めたが、少数民族の闘争の根本的な要求である「真の連邦制」をめぐる話し合いに 応じなかった。キンニュン氏は少数民族側に「われわれは恒久的な政府ではなく、憲法もない。憲法が きれば、あなた方は新政府と交渉る
こ
と
が
で
き
る
」
と
取
り
合
わ
な
か
っ
た
と
い
う（
参
考
文
献
①
）。
こ
れは軍政が少数民族との和平 模索したのは、国境貿易や資源開発など経済的な動機に基づいていたためとみら てい 。　
少数民族居住地域に展開する国
軍部隊による人権侵害も数多く報告された。軍の食料や物資を運ぶポーターなどの強制労働、軍事作戦にともなう強制移住、レイプ、略奪などが住民を苦しめた。的な困窮も加わって、タイなどへの難民の流出が続いた。　
こうした状況から、停戦協定だ
け
に
よ
る「
平
和
」
は
非
常
に
も
ろ
かった。少数民族側の不満 高まるなか、軍政は二〇〇八年、民政移管に向け 憲法を制定。その規
定に基づいて、少数民族側に各戦闘部隊を国境警備隊に編入するよう迫った。翌年八月には国軍がこの問題をめぐって中国国境のコーカン地域を占拠 他の民族 衝撃を与えた。一部の小規模なグループ
は
国
境
警
備
隊
編
入
に
同
意
し
た
が、ＫＩＯなどの大きな組織は軍政側の要求 拒否。これによってＫＩＯなどと国軍の関係は悪化して連絡体制などが途絶 、停戦協定が機能しない事態となった●テインセイン 権の方針　
したがって、テインセイン氏は
大統領就任後、主要な武装勢力と停戦合意を再び結び直す必要性に迫られた。就任から五カ月後の二〇一一年八月、テインセイン氏は三段階の和平プラン 発表した。最初のステップとして停戦を実現し、次に信頼醸成、政治対話、少数民族居住地域の経済・社会開発を行い、最終的に恒久的な和平合意に署名するというも だ。　
テインセイン氏は側近のアウン
ミン鉄道相（当時）を和平交渉責任者に充て、各勢力との協議を開始。同年中に国内武装組織として
最
大
兵
力
を
有
す
る
ワ
州
連
合
軍
（
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ａ
）
な
ど
三
つ
の
組
織
と
合
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意に達した。　
停戦協議で最大の成果は独立直
後に蜂起して以降、一度も停戦に応じてこなかったＫＮＵと二〇一二
年
一
月
に
協
定
を
締
結
し
た
こ
と
だった。協議開始 ら三カ月ほどで合意に達した背景にはＫＮＵが内部対立などで弱体化したことがあった。同年 はカレンニー民族進
歩
党（
Ｋ
Ｎ
Ｐ
Ｐ
）、
新
モ
ン
州
党
（
Ｎ
Ｍ
Ｓ
Ｐ
）
な
ど
一
〇
組
織
と
相
次
いで停戦に合意した。　
政権発足から二年足らずで一三
のグループと個別に停戦を実現できた要因としては、政府側が国境警備隊への編入問題を棚上げにしたことなど柔軟姿勢 交渉 臨んだことや、少数民族側に ってみれば軍政といっ ん結んだ停戦再度確認する に大きな抵抗がなかったことなどが挙げられる。●カチン州での戦闘激化　
だが、二〇一三年に入り、停戦
協議は足踏みした。一一月までの時点で新たに停戦に応じ のは、一九八八年の民主化運動弾圧後、国境地帯に逃れ 学生らで結成された全ビルマ学生民主戦線（ＡＢＳＤＦ）だけで、そ もカレン州内に限定する協定だった。前年末
から年始にかけ、国内和平に水を差す事態も発生した。国軍によるＫ
Ｉ
Ｏ
の
本
拠
地
ラ
イ
ザ
へ
の
攻
撃
だ
。
　
ＫＩＯと国軍の関係は国境警備
隊編入問題を契機に悪化。二〇一一年六月に国軍がＫＩＯの実効支配線を越えて部隊 進め、これにＫＩＯが反発して の補給路にある複数の橋を破壊したことで戦闘が繰り返されるよう なった。長引く戦乱で二〇 二年末までに約一〇万人が避難民になった。　
テインセイン大統領は国軍に停
戦を指示したが、攻撃は収まらなかった。逆に国軍は同年末、ライザへの空爆を開始。攻撃は国連など国際社会の批判を受けて政府が中止を発表した一月下旬まで断続的に続いた。　
双方は停戦協議に入り、五月に
は衝突を減らすよう努力し、本格的な戦闘の再発防止を定め 合意文書に署名した。だが、正式な停戦合意には至っていない。　
ＫＩＯが停戦協定に応じないの
は、軍政時代 自分たちがＮＤＦ系組織で最初に政府に妥協したにもかかわらず、自治権などの政治的要求が無視されたうえ、停 も反古にされたとの不信感だ。ＫＩＯのンバンラ第一副議長は同年七
月、
筆
者
と
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で、
「
政
治
的
な
問
題
の
解
決
な
し
に
停
戦
はあり得ない」と断言した。●全国的停戦協定の模索　
ＫＩＯなど残り三つのグループ
との交渉がなかなか進展しないながらも、テインセイン氏は全国的停戦協定 実現を目指す方針を掲げた。すべて 武装組織の代表を首都ネピドーに招いて、国連代表など国際社会の立ち会いの下で、全土での停戦を宣言する協定に署名することで、国内和平が進展していることを内外にアピ ルする狙いからだ。実際に全土 が実現すれば、ミャンマー独立史上初めてのことにな　
政府側交渉団を率いるアウンミ
ン大統領府相は二〇一三年七月中にも協定署名にこぎ着けたい意向を表明。テインセイン氏も同月、訪
問
先
の
イ
ギ
リ
ス
で
の
講
演
で、
「
お
そ
ら
く
今
後
数
週
間
で
全
国
的
な
停戦が実施される」と明言した。　
だが、全土停戦協定の実現は政
府側の思惑どおりには進まなかった。テインセイン氏は一〇月、筆者とのインタビューで「一一月にも署名できる」との見通しを示したが、達成できなかった。テイン
セイン氏が早期の全土停戦にこだわったのは、ミャンマー政府が東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）の議長国に就任する二〇一四年までに成果を示し いとの強い思いがあったとみられている。　
テインセイン氏は演説などで全
土停戦の締結後に少数民族側が求める政治対話に入りたい意向を繰り返し述べている。それでも、少数民族側が容易に応じないのは、新
た
な
協
定
を
さ
ら
に
結
ぶ
こ
と
に
よって、政府が約束を守らなかった場合に手足が縛られることになるとの警戒感だ。　
少数民族側は軍政末期の二〇一
一年二月、ＫＩＯやＫＮＵなど一一組織が連合体・統一民族連邦評議会（ＵＮＦＣ）を設立した 軍政時代にＮＤＦがほ んど機能しなくなったことから、国境警備隊編入問題で対立することになった政府に対して、新たに連帯することが目指された。　
二〇一三年二月、政府はＵＮＦ
Ｃの本部 あるタイ北部チェンマイで、ＵＮＦＣと初協議。九月二回目の協議を開いて全土停戦への参加を求めたが、ＵＮＦＣ側は態度を保留した。　
ＵＮＦＣ加盟組織のうち九組織
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はすでに個別には停戦協定を結んでいるが、停戦グループにも全土停戦への不信があった。ＵＮＦＣ幹部でパオ族の指導者クン・オッカ
ー
氏
は
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で、
「
政
府
がいっている政治対話は議題が不明確だ。全土 は実質的な対話をブロックするための罠 可能性がある」と筆者に語った。　
それでも政府はＵＮＦＣの議長
を出してい ＫＩＯと一〇月に直接協議。ライザでＫＩＯが 少数民族武装組織の代表を集めた会議を主催し、そこで全土停戦協定署名
の
是
非
を
議
論
す
る
こ
と
を
認
め
て、ＫＩＯから前向きな姿勢を引き出した。少数民族側はＵＮＦＣ非加盟も含めた一八組織が一〇月末から一一月初めにかけてライザに集まり、対応を協議。その後、ミッチーナで本稿冒頭に書いた政府側との交渉が開かれた。　
ミッチーナでの協議では全土停
戦を目指すことでは合意があっが、政治対話の枠組みや、各組織が持つ 闘部隊の今後の扱いをめぐって双方の意見が一致しなかった。政治対話に関しては、少数民族側は全土停戦署名前に枠組みつ
い
て
協
議
を
始
め
た
い
と
求
め
た
が、政府 協定署名後 行いた
いと主張した。また、少数民族側はそれぞれの戦闘部隊と国軍が対等に加わる「連邦軍」の新設を約束するよう求めたが、政府側は態度を明確 しなかった。●少数民族政党の活動　
二〇一〇年の総選挙とその後の
民主的な改革を受けて、少数民族の諸政党が合法的活動を始めた。シャン 族民主党（ＳＮＤＰ 国会議席数上下院計二二）やラカイン
民
族
発
展
党（
Ｒ
Ｎ
Ｄ
Ｐ、
同
一
六）などは国会でも一定の存在感を示している。　
こうした少数民族政党は二〇〇
八年憲法に基づく地方自治のあり方に対して不満を募らせている。現在の制度では州政府トップの首席大臣は州議会の承認が必要ではあるが、大統領に選任権限があるな
ど
中
央
集
権
的
色
彩
が
強
い
た
め
だ
。
　
少数民族政党の多くは憲法を変
える必要が と主張しており、改憲を訴えるアウンサンスーチー氏率いる最大野党・国民民主連盟（Ｎ
Ｌ
Ｄ
）
と
連
携
す
る。
一
部
の
政
党グループはＵＮＦＣと協調し現憲法を廃止して、真の連邦制に基づいた新憲法制定の必要性を訴えている。
●評価と展望　
テインセイン政権はこの二年半
余りで、軍政末期に国境警備隊編入問題を契機に関係が悪化した大半の少数民族武装組織 の間で再び
停
戦
協
定
を
結
ぶ
こ
と
に
成
功
し
た。また、同国史上初となる全国的停戦協定に向けた詰めの交渉の段階にまでたどり着いた。　
ただ、その進展は政権幹部が当
初想定してい よりも大幅にずれ込んだ。政府交渉団の代表アウンミン氏は二〇一二年二月末に朝日新聞とのインタビューで「全勢力との停戦協議 三〜四カ月でまとまる」との楽観的な見通 を示して
い
た（
同
紙
同
年
三
月
一
日
付
朝
刊
）。
だ
が、
そ
の
と
お
り
に
は
決
し
て進まなかった。　「
停
戦
」
だ
け
で
判
断
す
れ
ば、
テ
インセイン政権は軍政がいったんなし得た段階に でようやく到達したとも評価できる。次のステップに進むためには、少数民族と中身のある政治対話を始め、少数民族が長年求めてきた自治権拡大や武装勢力 持つ戦闘部隊の処遇などの問題で、当事者双方が踏み込んだ妥協をしていく必要がある。　
だが、課題は山積みだ。長年の
闘争で培われた双方の不信感を取
り除くのは容易ではない。タイ国境に暮らす約一三万人の難民の帰還も本格化していない。少数民族側が主張する「連邦軍」の創設については、国軍幹部が不快感を示している。テインセイン氏 ＫＩＯとの戦闘で国軍に再三攻撃をやめ
る
よ
う
命
じ
た
が、
軍
が
応
じ
な
かったこ をとらえて テインセイン氏の国軍へ 影響力を疑う見方も少数民族側にはある。　
停戦協定によって紛争をとりあ
え
ず
収
め
る
こ
と
で
立
ち
止
ま
る
の
か、問題の根本的な解決を目指して少数民族が願う「真の連邦制」の実現のために改憲 含めた制度改革にまで踏み込んでいくのか。国内和平に対するテインセイン氏の本気度が問われるのはこれからといえる。（
い
が
ら
し
　
ま
こ
と
／
朝
日
新
聞
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